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１．(1)
法人税法の改正に当たっては、企業会計の基準を十分に尊重することを前提に、会計
と税務の差異を明確にすること

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

１．(2)
IFRS（国際財務報告基準）の任意適用等の適正な財務報告の妨げにならないように債
務確定主義の緩和及び損金経理要件を含む企業の意思確認方法を柔軟に許容すること

● ● ● ● ● ● ● ● ●

２
事業承継税制の適用状況を把握し、中小企業の円滑な事業承継に資する税制として維
持すること

● ● ● ● ● ●

３ ベンチャー投資に関する優遇税制について一層の充実を図ること ● ● ● ● ● ● ● ●

４．(1) 軽減税率制度の導入に伴って新たな益税が発生しないよう配慮すること ● ● ● ● ● ●

４．(2)
インボイス制度の導入及びその適用時期は、事業者の事務負担等や経済環境に十分配
慮すること

● ● ● ● ● ● ● ●

４．(3)
適格請求書類似書類であることが判明した場合には、加算税及び延滞税が課されない
よう宥恕規定を設けること

● ● ● ● ● ●

５．(1) 税務手続において使用されている番号を整理し、統合すること ● ● ● ● ● ● ●

５．(2)
税制改正に当たっては、国民が公共サービス水準と国の財政状態の比較において税制
改正を議論できるよう、改正手続における十分な周知期間を設けること

● ● ● ● ● ● ●

１．(1) 減価償却方法の選択適用を維持すること ● ● ● (●) ● ● ● ●

１．(2) 賞与引当金及び退職給付引当金の損金算入を税務上も認めること ● ● ● ● ● ● ●

１．(3) 貸倒引当金を税務上も認めること ● ● ● ● ● ● ●

１．(4) 工事契約について工事損失引当金の損金算入を税務上も認めること ● ● ● ● ● ●

１．(5) 固定資産の減損に係る減損損失については、法人税法上も損金算入を認めること ● ● ● ● ● ●

１．(6)
償還有価証券の償却原価法については、企業会計に合わせて利息法も法人税法で認め
るとともに、定額法についても企業会計の定額法を認めること

● ● ● ● ● ● ●

１．(7)
法人事業税については、今後も法人税法上の損金とし、かつ、その発生事業年度の損
金とすること

● ● ● ● ● ●

１．(8) 資産除去債務に係る減価償却費を損金算入とすること ● ● ● ● ● ●

１．(9) 業績連動給与の拡充及び定期同額給与の改定要件を見直すこと ● ● ● ● ● ●

１．(10) 受取配当金を全額益金不算入とすること ● ● ● ● ● ● ● ●

１．(11) 繰延消費税の全額即時償却を認めること ● ● ● ● ● ●

１．(12) 所得税額控除の元本所有期間の制限を廃止すること ● ● ● ● ● ● ●

１．(13)
繰越控除については繰越控除限度額を撤廃した上で繰越欠損金の控除期間を無制限と
し、また、欠損金の繰戻し制度を全面的に復活させ、繰戻し期間を３年程度に延長す
ること

● ● ● ● ● ●

１．(14) 特定同族会社の留保金課税制度を全廃すること ● ● ● ● ● ●

１．(15)
組織再編税制及び連結納税制度における租税回避行為の規制範囲については個別具体
的に規定し、包括的租税回避行為防止規定を廃止すること

● ● ● ● ● ● ●

１．(16) グループ通算制度の特定欠損金の範囲を見直すこと（☆） ● ● ● ● ● ●

２．(1)
事業所得等の損失の補填を目的として生じた土地、建物等の譲渡所得と、事業所得等
の損失との損益通算を認めること

● ● ● ● ● ● ●

２．(2)
不動産所得について土地等の取得のための負債利子による損失についての損益通算を
認めること

● ● ● ● ● ●

２．(3) 源泉所得税の納期特例適用範囲を拡大すること ● ● ● ● ● ●

２．(4)
居住者が年の途中で死亡した場合の準確定申告書の提出期限を、相続税の申告書提出
期限まで延長すること

● ● ● ● ● ●

２．(5)
個人事業者における純損失、雑損失の繰越控除期間についても５年程度に延長するこ
と

● ● ● ● ● ●

２．(6)
生計を一にする親族間で授受が行われた報酬についても、それが労務の対価として正
当なものである限り、支払った側において必要経費として認めること

● ● ● ● ● ●
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２．(7) 株式等に係る譲渡損失の繰越控除制度を拡充すること ● ● ● ● ● ● ●

２．(8) 金融商品間の課税の簡素・中立化のために、金融所得課税の一体化を更に進めること ● ● ● ● ● ● ●

２．(9)
公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等における非課税措置の要件を緩
和すること

● ● ● ● ● ● ●

３．(1)
完全子法人株式等より受ける配当等に係る源泉所得税の徴収を廃止すること（連結納
税制度も含む。）

● ● ● ● ● ● ● ● ●

３．(2) 特定の事業用資産の買換えの場合の圧縮記帳については、100％圧縮とすること ● ● ● ● ●

３．(3)
減価償却できない無形固定資産とされている電話加入権については、その市場動向や
実態を考慮して、減価償却できる無形固定資産として取り扱うこと

● ● ● ● ● ● ● ● ●

４．(1)
相続時精算課税制度により受贈する小規模宅地等に対して、小規模宅地等についての
相続税の課税価額の計算の特例を認めること

● ● ● ● ●

４．(2) 相続税の延納要件のうち、延納税額に相当する担保提供の要件を緩和すること ● ● ● ● ●

４．(3) 未分割財産の配偶者税額軽減等税額軽減措置を受けられる期間を延長すること（☆） ● ● ● ● ● ●

５．(1)
贈与から相続への切替え時における一般措置から特例措置への移行を認めること
（☆）

● ● ● ● ● ● ● ●

５．(2)
制度の適正な運用とともに、納税者の予見可能性を確保するために、具体的な判断基
準を示すこと

● ● ● ● ● ● ●

５．(3) 継続届出書提出を失念しないための措置を講ずること ● ● ● ● ● ●

５．(4)
親族外の後継者に対して株式を低額で譲渡した場合も事業承継税制の対象とし、ま
た、親族外承継に伴う株式の評価額が先代経営者の相続人の相続税額に影響を及ぼさ
ないようにすること

● ● ● ● ● ●

５．(5) 相続税の納税猶予に関する後継者役員就任要件を緩和すること（☆） ● ● ● ● ● ●

５．(6) 小規模宅地等の特例との併用を認めること（☆） ● ● ● ● ● ●

５．(7) 継続届出書提出を失念しないための措置を講ずること（☆） ● ● ● ● ● ●

５．(8) 先代事業者要件（青色申告書提出要件）を緩和すること（☆ ● ● ● ● ● ●

５．(9) 相続税の納税猶予に関する後継者事業従事要件を緩和すること（☆） ● ● ● ● ● ●

５．(10) 特定事業用資産の貸借対照表計上要件を見直すこと（☆） ● ● ● ● ● ●

５．(11) 担保提供対象資産を見直すこと（☆） ● ● ● ● ● ● ●

６．(1) 事業用土地等の評価に関して、一定の評価減を認めること ● ● ● ● ● ● ●

６．(2)
評価会社が課税時期前３年以内に取得した土地等及び家屋等の価額の特例を廃止する
こと

● ● ● ● ● ● ●

６．(3) 負債性引当金の計上を認めること ● ● ● ● ● ● ●

６．(4) 資産除去債務の計上を認めること ● ● ● ● ● ● ●

６．(5) 海外子会社の評価について類似業種比準方式を認めること ● ● ● ● ● ● ●

６．(6)
合併などの組織再編直後における株式の評価方法として、類似業種比準価額の適用が
可能となる要件を明確にすること

● ● ● ● ● ● ●

６．(7)
比準要素数１の会社に該当した場合であっても、その会社の事業が継続している場合
には、一般の評価会社の株式と同じ評価方法とすること

● ● ● ● ● ● ●

７．(1)
外国子会社合算税制における経済活動基準を、我が国企業の経済活動の多様化に合わ
せて見直すこと

● ● ● ● ● ● ● ● ●

７．(2)
外国子会社合算税制における買収直後の一定の株式譲渡益を合算対象所得から控除す
ること

● ● ● ● ● ● ● ● ●

７．(3)
法人の外国子会社合算税制における適用対象金額の算定において、配当等の控除にか
かる明細書の添付を確定申告書のみに限定しないこと（☆）

● ● ● ● ● ● ● ● ●

７．(4)
個人の外国子会社合算税制において、外国関係会社が持分割合25％以上を６か月以上
継続保有している会社からの受取配当を、法人の場合と同様に基準所得金額から控除
することとすること（☆）

● ● ● ● ● ● ● ●
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Ⅵ．関　連　官　庁Ⅴ．緊　急　性Ⅲ．要望の種類Ⅰ．税　目 Ⅱ．分　野 Ⅳ．税　収

７．(5)
個人の外国子会社合算税制において、合算対象となる外国関係会社が所在地国で課さ
れた外国法人税額の外国税額控除制度の適用を認めること（☆）

● ● ● ● ● ● ● ●

７．(6)
個人の外国子会社合算税制において、合算課税済みの留保金額のその後の配当分の配
当所得からの控除可能期間を法人の外国子会社合算税制における控除可能期間と同様
の期間に延長すること（☆）

● ● ● ● ● ● ● ●

７．(7) 外国税額控除について、控除限度超過額等の繰越期間を10年程度に延長すること ● ● ● ● ● ● ● ● ●

７．(8) 外国税額控除の対象となる外国税額等の範囲について一定の指針を示すこと ● ● ● ● ● ● ● ●

７．(9)
人的役務提供事業に該当する「専門的知識又は特別の技能を有する者」について一定
の指針を示すこと

● ● ● ● ● ● ● ●

７．(10)
外国法人から我が国の株主への資産の分配に関する課税関係について一定の指針を示
すこと

● ● ● ● ● ● ● ●

７．(11)
租税条約の濫用防止規定に係る適用において、源泉徴収義務者が知り得ない事由に基
づいて不納付となった場合には、不納付加算税を宥恕すること

● ● ● ● ● ● ● ●

８．(1)
消費税簡易課税制度選択不適用届出書について、提出期日を申告期限の末日まで延長
すること

● ● ● ● ● ● ● ●

８．(2) 課税売上割合に準ずる割合の承認制度を見直すこと ● ● ● ● ● ●

８．(3)
非課税売上が受取利息等のみで僅かな取引にとどまる事業者については、全額の仕入
税額控除が可能となる基準を導入すること

● ● ● ● ● ●

９．(1) 個人住民税の所得控除及び課税方法について所得税の取扱いに合わせること ● ● ● ● ● ●

９．(2)
償却資産に対する固定資産税について、取得価額が30万円未満のものは少額資産とし
て課税客体から除外すること

● ● ● ● ● ● ●

９．(3) 地方税においても欠損金の繰戻し制度を創設すること ● ● ● ● ● ●

９．(4) 外国税額控除の地方税の還付制度を創設すること ● ● ● ● ● ●

10．(1)
100％グループ内の関係（完全支配関係）にある法人が、法人の税務調査に他のグ
ループ法人の従業員が立ち会うことを書面で承諾した場合には、原則として、他のグ
ループ法人の従業員の立会いを認めること

● ● ● ● ● ●

10．(2) 租税特別措置法における当初申告要件を緩和させること ● ● ● ● ● ● ●

10．(3)
所得税確定申告書の「住民税に関する事項」欄において、個人住民税に係る上場株式
等の配当所得等の課税方式を選択できるようにすること

● ● ● ● ● ● ●

10．(4)
日本に銀行口座を持たない外国法人や非居住者が、日本国外から直接納税が可能にな
るような仕組みを導入すること

● ● ● ● ● ●

10．(5)
争訟手続等で処分が取り消された納税者が、多額の争訟費用等を負担した場合には、
その費用の補償を国に対して請求できる制度を検討すること

● ● ● ● ● ● ●


